様式１

平成　年　月　日

　　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （助成事業者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 郵便番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

連絡担当者職氏名

電話番号

　　　　平成　年度中小企業外国出願支援事業助成費用申請書

　　　　（冒認対策商標以外＝国の要領4（3）選定要件②（イ））

　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター中小企業外国出願支援事業実施要領第6条の規定に基づき、上記助成金の交付について、下記のとおり申請します。

記

関係書類　　　別紙のとおり

別紙　

１　企業の概要等

（1） 企業名・業種・資本金・従業員数

（2） 所在地

（3） 助成希望額

２　申請種別

1 特許出願　　②実用新案登録出願　　③意匠登録出願　　④商標登録出願

※外国特許庁への出願の基礎となる国内出願と外国特許庁への出願において、申請種別が異なる場合は、それぞれ明記してください。

３．外国特許庁への出願の方法（いずれかに○）
①パリ条約等に基づき、外国特許庁への出願を行う方法

②特許協力条約に基づき、外国特許庁への出願を行う方法（ＰＣＴ出願を同国の国内段階に移行する方法）

③マドリッド協定議定書に基づき、外国特許庁への出願を行う方法
４．外国特許庁への出願の基礎となる国内出願の内容

出願番号　　［　　　　　　　　　　］
　出願日　　　［　　　　　　　　　　］
　発明の名称　［　　　　　　　　　　］
　発明の内容　［　　　　　　　　　　］
　出願人　　　［　　　　　　　　　　］
※「発明の名称」及び「発明の内容」の欄は、実用新案登録出願の場合には「考案の名称」及び「考案の内容」に、意匠登録出願の場合には「意匠に係る物品」及び「意匠の内容」に、商標登録出願の場合には「商標登録を受けようとする商標」及び「商品及び役務の区分並びに指定商品又は指定役務」に、それぞれ変更して明記してください。
※外国特許庁への出願の基礎となる国内出願が既に登録を受けている場合には、「出願番号」の欄は「登録番号」に、「出願日」の欄は「登録日」に、「出願人」の欄は「権利者」に、それぞれ変更して明記してください。

※基礎となる国内出願が複数ある場合には、それぞれ明記してください。
５．外国特許庁への出願に関する出願計画の内容
(1)発明の名称　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(2)発明の内容　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(3)出願人　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(4)発明者　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(5)出願（予定）国　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
　(6)出願スケジュール　　［　　　　　　　　　　　　　　　］
※「出願人」及び「発明者」の欄は、全ての出願人や全ての発明者を明記してください。
※「発明の名称」、「発明の内容」及び「発明者」の欄は、実用新案登録出願の場合には「考案の名称」、「考案の内容」及び「考案者」に、意匠登録出願の場合には「意匠に係る物品」、「意匠の内容」及び「意匠の創作をした者」に、商標登録出願の場合には「商標登録を受けようとする商標」、「商品及び役務の区分並びに指定商品又は指定役務」及び（「発明者」の欄は不要）に、それぞれ変更して明記してください。
６．外国特許庁への出願の動機・目的
７．出願する技術、創作等を活かした製品等の概要
８．出願（予定）国を選んだ理由

９．出願の新規性、進歩性、創作性等（先行・類似調査の状況を含む。）

10．出願（予定）国における事業展開計画

11．過去における特許出願等の実績及び権利取得状況（国内及び外国）

12．外国特許庁への出願を依頼する予定の弁理士等

13．国及び産経センター等が行う助成事業実施後の状況調査に対する積極的な協力の有無

14．外国特許庁への出願に関する他の公的機関の助成制度の利用予定の有無（有の場合にはその内容）

15　事業申請書に添付する書類（各７部）

	添　　　　付　　　　書　　　　類

	１　登記簿謄本の写し

２　会社の事業概要（パンフレットでも可）

３　外国特許庁への基礎となる日本国特許庁への出願書類の写し

４　外国特許庁への出願に要する経費が確認できる見積書等の写し

５　外国特許庁への出願に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）

６　先行技術調査等の結果

　＊　３の出願書類に記載されている場合にはその旨の記載で可

　＊　PCT出願における国際調査が実施されている場合には、その報告書の写し

７　外国特許庁への出願が共同出願の場合は持分割合及び費用負担割合の明記がある契約書等の写し
８　直近の決算書等の写し（3期分）

９　その他理事長が定める事項

※「登記簿謄本の写し」及び「会社の事業概要」については、個人事業者の場合には「住民票の写し」及び「事業開始届の写し」（創業１年未満の場合のみ）、「事業税の納税証明書の写し」（事業税を課税されない場合は、所得税または住民税の納税証明書の写し）、「確定申告書の控の写し」、「事業者の概要」を、事業協同組合等の場合には「定款」及び「組合員名簿」を、それぞれ代わりに添付してください。　


16　資金計画と事業に要する経費

（1）資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   　（単位；円）

	区分
	金額
	資金の調達先等

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	助成金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


　（2）事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 　（単位；円）

	経費区分
	助成事業に要する経費　　　　　①
	左のうち国内消費税

2 
	助成対象経費

1 －②＝③
	うち助成希望額

4 

	国外経費
	外国特許庁への出願手数料
	
	
	
	

	
	現地代理人費用
	
	
	
	

	
	翻訳料
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	国内経費
	国内代理人費用
	
	
	
	

	
	翻訳料
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


様式第１－２

平成　年　月　日

　　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （助成事業者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 郵便番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

連絡担当者職氏名

電話番号

　　　　平成　年度中小企業外国出願支援事業（商標）助成費用申請書

　　　　（冒認対策商標のみ＝国の要領4（3）選定要件②（ロ））

　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター中小企業外国出願支援事業実施要領第6条の規定に基づき、上記助成金の交付について、下記のとおり申請します。

記

関係書類　　　別紙のとおり

別紙
１．企業の概要等
　(1)企業名・業種・資本金・従業員数
　(2)所在地
　(3)助成希望額

２．申請種別

冒認対策商標
３．外国特許庁への出願の方法（いずれかに○）

①パリ条約等に基づき、外国特許庁への出願を行う方法

②マドリッド協定議定書に基づき、外国特許庁への出願を行う方法

４．外国特許庁への出願の基礎となる国内出願の内容

出願番号　　　　　　　　　　　　　　 　　　［　　　　　　　　　　］

　出願日　　　　　　　　　　　　　　　　　 　［　　　　　　　　　　］

　商標登録を受けようとする商標　　　　　　 　［　　　　　　　　　　］

　商品及び役務の区分並びに指定商品又は指定役務　［　　　　　　　　　　］
　出願人　　　　　　                        　　［　　　　　　　　　　］
※外国特許庁への出願の基礎となる国内出願が既に登録を受けている場合には、「出願番号」の欄は「登録番号」に、「出願日」の欄は「登録日」に、「出願人」の欄は「権利者」に、それぞれ変更して明記してください。

※基礎となる国内出願が複数ある場合には、それぞれ明記してください。

５．外国特許庁への出願に関する出願計画の内容

(1)商標登録を受けようとする商標　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　　］

　(2)商品及び役務の区分並びに指定商品又は指定役務　［　　　　　　　　　　　　　］

　(3)出願人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　］

　(4)出願（予定）国　　　　　　　　　　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　　］

　(5)出願スケジュール　　　　　　　　　　　　　　　［　　　　　　　　　　　　　］

※「出願人」の欄は、全ての出願人を明記してください。

６．外国特許庁への出願の動機・目的

７．出願する商標を使用する製品等の概要

８．出願（予定）国を選んだ理由

９．出願（予定）国における先行・類似調査の状況
10．冒認出願対策としての権利活用計画

11．過去における商標登録出願の実績及び権利取得状況（国内及び外国）
12．外国特許庁への出願を依頼する予定の弁理士等
13．国及び産経センター等が行う助成事業実施後の状況調査に対する積極的な協力の有無

14．外国特許庁への出願に関する他の公的機関の助成制度の利用予定の有無（有の場合にはその内容） 

15　事業申請書に添付する書類（各７部）

	添　　　　付　　　　書　　　　類

	１　登記簿謄本の写し

２　会社の事業概要（パンフレットでも可）

３　外国特許庁への基礎となる日本国特許庁への出願書類の写し

４　外国特許庁への出願に要する経費が確認できる見積書等の写し

５　外国特許庁への出願に要する経費に関する資金計画（自己資金・借入金・補助金等）

６　先行・類似調査等の結果

　＊　３の出願書類に記載されている場合にはその旨の記載で可

７　外国特許庁への出願が共同出願の場合は持分割合及び費用負担割合の明記がある契約書等の写し
８　直近の決算書等の写し（3期分）

９　その他理事長が定める事項

※「登記簿謄本の写し」及び「会社の事業概要」については、個人事業者の場合には「住民票の写し」及び「事業者の概要」を、事業協同組合等の場合には「定款」及び「組合員名簿」を、それぞれ代わりに添付してください。　


16　資金計画と事業に要する経費

（1）資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   　（単位；円）

	区分
	金額
	資金の調達先等

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	助成金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


　（2）事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 　（単位；円）

	経費区分
	助成事業に要する経費　　　　　①
	左のうち国内消費税

　　　　②
	助成対象経費

1 －②＝③
	うち助成希望額

　　　　　④

	国外経費
	外国特許庁への出願手数料
	
	
	
	

	
	現地代理人費用
	
	
	
	

	
	翻訳料
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	国内経費
	国内代理人費用
	
	
	
	

	
	翻訳料
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


